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  訓　　　　　令  

山形県訓令第11号

県 土 整 備 部

庄内総合支庁

　小牧川上流水門及び小牧川本川水門操作規則を次のように定める。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　小牧川上流水門及び小牧川本川水門操作規則

　（通則）

第１条　小牧川上流水門（以下「上流水門」という。）及び小牧川本川水門（以下「本川水門」という。）の操作に

ついては、この規則の定めるところによる。

　（操作の目的）

第２条　上流水門及び本川水門の操作は、小牧川の流水を分流することにより、安全な流水の疎通を図ることを目

的とする。

　（操作の方法及び基準）

第３条　庄内総合支庁建設部長（以下「建設部長」という。）は、機械操作の方法により、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、当該各号に定めるところにより上流水門及び本川水門を操作するものとする。

　(1) 小牧川の最も上流に取り付けられた量水標において測定した水位（以下「小牧川上流水位」という。）が標

高1.90メートルに達し、さらに上昇するおそれがある場合（次号及び第３号に掲げる場合を除く。）　小牧川上

流水位が標高1.90メートル未満となり、再び上昇するおそれがなくなるまで、上流水門を全開し、かつ、本川

水門を全閉すること。

　(2) 小牧川上流水位が標高1.90メートルに達し、さらに上昇するおそれがある場合で、小牧川水門の下流側の量

水標において測定した水位（以下「外水位」という。）が標高2.44メートルに達し、外水位が小牧川水門の上

流側の量水標において測定した水位（以下「内水位」という。）以上となるとき　外水位が内水位を下回るま

で、上流水門を全閉し、かつ、本川水門を全開すること。

　(3) 前号に定めるところにより操作した場合でその後外水位が内水位を下回ったとき　小牧川上流水位が標高

1.90メートル未満となり、再び上昇するおそれがなくなるまで、上流水門を全開し、かつ、本川水門を全閉す

ること。

　(4) 前３号に掲げる場合以外の場合　上流水門及び本川水門を全開すること。

第４条　建設部長は、事故その他やむを得ない事情がある場合は、前条の規定にかかわらず、必要な限度において、

上流水門及び本川水門を操作することができるものとする。

　（通知及び警告）

第５条　建設部長は、第３条の規定により上流水門及び本川水門を操作する場合は、あらかじめ、県土整備部長が

定める関係機関（以下「関係機関」という。）に通知しなければならない。

２　建設部長は、本川水門を全開する場合は、あらかじめ、本川水門を全開することにより危険を及ぼすおそれの

ある者に対して、県土整備部長が定める方法により警告しなければならない。

　（洪水警戒体制）

第６条　建設部長は、小牧川上流水位が標高1.55メートルに達し、さらに上昇するおそれがある場合その他洪水が

発生するおそれがある場合は、直ちに洪水警戒体制をとらなければならない。

２　建設部長は、前項の規定により洪水警戒体制をとったときは、直ちに次に掲げる措置をとらなければならない。

　(1) 上流水門及び本川水門を操作するため必要な機械、器具等の点検及び整備を行うこと。

　(2) 関係機関との連絡、上流水門及び本川水門の管理上必要な気象及び水象に関する観測並びに情報の収集を密

にすること。

　(3) 前２号に掲げる措置のほか、上流水門及び本川水門の管理上必要な措置

３　建設部長は、洪水警戒体制を維持する必要がなくなったと認める場合においては、これを解除しなければなら

ない。

　（点検及び整備）

第７条　建設部長は、上流水門及び本川水門並びにこれらを操作するため必要な機械、器具等を常に良好な状態に
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保つため、毎月１回以上、県土整備部長の定めるところにより、点検及び整備を行わなければならない。

　（観測）

第８条　建設部長は、県土整備部長の定めるところにより、上流水門及び本川水門を操作するため必要な気象及び

水象の観測を行わなければならない。

　（記録及び保存）

第９条　建設部長は、上流水門又は本川水門を操作したときは、県土整備部長が定める事項を記録し、これを保存

しなければならない。

２　建設部長は、上流水門及び本川水門の管理に関する事項について、県土整備部長が定める事項を記録し、これ

を保存しなければならない。

　（委任）

第10条　この規則に定めるもののほか、この規則の実施のため必要な手続その他の事項は、県土整備部長が定める。

　　　附　則

　この訓令は、公布の日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県訓令第12号

県 土 整 備 部

庄内総合支庁

　青竜寺川水門及び丸岡分水 堰 操作規則を次のように定める。
ぜき

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　青竜寺川水門及び丸岡分水 堰 操作規則
ぜき

　（通則）

第１条　知事が管理する青竜寺川水門（以下「水門」という）及び丸岡分水 堰 の操作については、この規則の定め
ぜき

るところによる。

　（操作の目的）

第２条　水門及び丸岡分水 堰 の操作は、青竜寺川の流水を分流することにより、安全な流水の疎通を図ることを目
ぜき

的とする。

　（操作の方法及び基準）

第３条　庄内総合支庁建設部長（以下「建設部長」という。）は、機械操作の方法により、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、当該各号に定めるところにより水門及び丸岡分水 堰 を操作するものとする。
ぜき

　(1) 国土交通省が管理する青竜寺川水門が全閉している場合　水門を全閉し、かつ、丸岡分水 堰 を全開するこ
ぜき

と。

　(2) 赤川頭首工から通水が行われている場合で、丸岡水位観測局に設置されている量水標において測定した水位

（以下「丸岡水位」という。）が1.55メートルに達し、さらに上昇するおそれがあるとき（前号に掲げる場合

を除く。）　丸岡水位が0.75メートル未満となり、再び上昇するおそれがなくなるまで、水門を全閉し、か

つ、丸岡分水 堰 を全開すること。
ぜき

　(3) 赤川頭首工から通水が行われていない場合で、丸岡水位が1.50メートルに達し、さらに上昇するおそれがあ

るとき（第１号に掲げる場合を除く。）　丸岡水位が0.40メートル未満となり、再び上昇するおそれがなくなる

まで、水門を全閉し、かつ、丸岡分水 堰 を全開すること。
ぜき

　(4) 前３号に掲げる場合以外の場合　水門を全開し、かつ、丸岡分水 堰 を全閉すること。
ぜき

第４条　建設部長は、事故その他やむを得ない事情がある場合は、前条の規定にかかわらず、必要な限度において、

水門及び丸岡分水 堰 を操作することができるものとする。
ぜき

　（通知及び警告）

第５条　建設部長は、第３条の規定により丸岡分水 堰 を全開する場合は、あらかじめ、県土整備部長が定める関係
ぜき

機関（以下「関係機関」という。）に通知しなければならない。

２　建設部長は、丸岡分水 堰 を全開する場合は、あらかじめ、丸岡分水 堰 を全開することにより危険を及ぼすおそ
ぜき ぜき

れのある者に対して、県土整備部長が定める方法により警告しなければならない。

　（洪水警戒体制）

第６条　建設部長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、直ちに洪水警戒体制をとらなければならない。

　(1) 赤川頭首工から通水が行われている場合で、丸岡水位が1.20ｍに達し、さらに上昇するおそれがあるとき。
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　(2) 赤川頭首工から通水が行われていない場合で、丸岡水位が0.65ｍに達し、さらに上昇するおそれがあると

き。

　(3) 国土交通省が管理する青竜寺川水門について洪水警戒体制をとった旨の通知を受けたとき。

　(4) 前３号に掲げる場合のほか、洪水が発生するおそれがある場合。

２　建設部長は、前項の規定により洪水警戒体制をとったときは、直ちに次に掲げる措置をとらなければならない。

　(1) 水門及び丸岡分水 堰 を操作するため必要な機械、器具等の点検及び整備を行うこと。
ぜき

　(2) 関係機関との連絡、水門及び丸岡分水 堰 の管理上必要な気象及び水象に関する観測並びに情報の収集を密に
ぜき

すること。

　(3) 前２号に掲げる措置のほか、水門及び丸岡分水 堰 の管理上必要な措置
ぜき

３　建設部長は、洪水警戒体制を維持する必要がなくなったと認める場合においては、これを解除しなければなら

ない。

　（点検及び整備）

第７条　建設部長は、水門及び丸岡分水 堰 並びにこれらを操作するため必要な機械、器具等を常に良好な状態に保
ぜき

つため、毎月１回以上、県土整備部長の定めるところにより、点検及び整備を行わなければならない。

　（観測）

第８条　建設部長は、県土整備部長の定めるところにより、水門及び丸岡分水 堰 を操作するため必要な気象及び水
ぜき

象の観測を行わなければならない。

　（記録及び保存）

第９条　建設部長は、水門又は丸岡分水 堰 を操作したときは、県土整備部長が定める事項を記録し、これを保存し
ぜき

なければならない。

２　建設部長は、水門及び丸岡分水 堰 の管理に関する事項について、県土整備部長が定める事項を記録し、これを
ぜき

保存しなければならない。

　（委任）

第10条　この規則に定めるもののほか、この規則の実施のため必要な手続その他の事項は、県土整備部長が定め

る。

　　　附　則

　この訓令は、公布の日から施行する。

  告　　　　　示  

山形県告示第548号

　次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）第１条第１項に規定する救急病院である。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第549号

　山形県保育所整備資金利子補助金交付規程の一部を改正する規程を次のように定める。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　山形県保育所整備資金利子補助金交付規程の一部を改正する規程

　山形県保育所整備資金利子補助金交付規程（昭和53年10月県告示第1855号）の一部を次のように改正する。

　第２条中「年0.65パーセント」を「年0.60パーセント」に、「年0.45パーセント」を「年0.40パーセント」に改め

認　定　期　間所　　　　　　 在 　　　　　　地名　　　　　　　　　　称

平成24年７月１日から

平成27年６月30日まで
鶴岡市泉町４番20号鶴 岡 市 立 荘 内 病 院

平成24年７月１日から

平成27年６月30日まで
山形市東原町一丁目12番26号医療法人社団小白川至誠堂病院
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る。

　　　附　則

１　この規程は、公布の日から施行し、改正後の第２条の規定は、平成24年５月16日から適用する。

２　平成24年５月16日前に借り入れられた借入金に係る利子補助金の額の算定の際融資残高に乗ずる割合について

は、なお従前の例による。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第550号

　山形県海面漁業調整規則（昭和39年７月県規則第58号）第８条第２項（同規則第21条第３項において準用する場

合を含む。）の規定により、同規則第25条の規定により定数が定められた漁業に係る漁業の許可及び起業の認可の

申請期間を次のとおり定めた。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　漁業の種類

　　小型機船底びき網漁業

２　申請期間

　　平成24年５月30日から同年６月25日まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第551号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定により県営最上川中流地区土地改良事業（水利施設整

備事業（基幹水利施設保全型））計画を定めたので、関係書類を次のとおり縦覧に供する。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　縦覧に供する書類の名称

　　県営最上川中流地区土地改良事業（水利施設整備事業（基幹水利施設保全型））計画書の写し

２　縦覧に供する場所

　　山形市役所、上山市役所、天童市役所、山辺町役場

３　縦覧に供する期間

　　平成24年６月４日から同年７月２日まで

４　その他

　　この告示に係る決定に対して異議がある者は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に知事に申し出

ることができる。

　　この決定については、取消しの訴えを提起することはできず、上記の異議申立てについての決定に対しての

み、山形県を被告として（訴訟において山形県を代表する者は、山形県知事となる。）、異議申立てについての決

定のあったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、取消しの訴えを提起することができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第552号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、土地改良区の定款の変更を次のとおり認可し

た。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　土地改良区の名称

　　最上町土地改良区

２　事務所の所在地

　　最上郡最上町大字向町674番地

３　認可年月日

　　平成24年５月21日

４　その他

　　この認可の取消しの訴えは、山形県を被告として（訴訟において山形県を代表する者は、山形県知事とな

る。）、認可のあったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができる。
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山形県告示第553号

　測量法（昭和24年法律第188号）第14条第1項の規定により、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量を

実施する旨の通知があった。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　基本測量を実施する地域

　　山形県内全域

２　基本測量を実施する期間

　　平成24年５月25日から平成25年３月29日まで

３　作業の種類

　　基本測量「電子国土基本図（地図情報）」修正測量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第554号

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、酒田市長から次のと

おり公共測量を実施する旨の通知があった｡

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　公共測量を実施する地域

　　酒田市全域

２　公共測量を実施する期間

　　平成24年５月14日から平成25年１月７日まで

３　作業の種類

　　公共測量（都市計画）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第555号

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、上山市長から次のと

おり公共測量を実施する旨の通知があった｡

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　公共測量を実施する地域

　　上山市内

２　公共測量を実施する期間

　　平成24年４月23日から平成25年３月15日まで

３　作業の種類

　　公共測量（都市計画）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第556号

　河川法（昭和39年法律第167号）第17条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、

次のとおり協議が成立した。

　なお、関係図書は、県土整備部河川課及び庄内総合支庁建設部建設総務課において縦覧に供する。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　河川の名称

　　一級河川最上川水系立谷沢川

２　河川管理施設の名称

　　右岸堤防

３　河川管理施設の位置

　　東田川郡庄内町肝煎字板敷40番３地先から

　　同　　　　　　　　字家の前田66番１地先まで

４　管理を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名
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　　名　　　　称　　庄内町

　　住　　　　所　　東田川郡庄内町余目字町132番地１

　　代表者の氏名　　庄内町長　原　田　眞　樹

５　管理の内容

　(1) 道路専用施設（路盤までの部分を含む路面、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は

工作物をいう。以下同じ。）の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

　(2) 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１メートルまでの範囲内にあるものについての維持

　(3) 原則として道路専用施設に係る災害復旧

６　管理の期間

　　平成24年５月22日以降道路の存続する期間
　

  教育委員会関係  

訓　　　　　令

山形県教育委員会訓令第３号

庁　　　　　中

教 育 機 関

　山形県教育委員会文書管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

　　平成24年５月29日

山 形 県 教 育 委 員 会　 　　　　　　　

委 員 長　　長　　　南　　　博　　　昭

　　　山形県教育委員会文書管理規程の一部を改正する訓令

　山形県教育委員会文書管理規程（昭和42年４月県教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

　第９条第２項中「本庁にあつては課の課長補佐（２名以上の課長補佐を置く場合にあつては、課長が指名する

者）」を「本庁の課にあつては課長補佐又は課長補佐に準ずる職にある者（これらの者を２名以上置く場合にあつて

は、課長が指名する者）」に改める。

　第35条第１項中「施行文書」を「施行文書等」に改め、同項ただし書を次のように改める。

　　ただし、発送部数の特に多いものについては、同訓令第９条に規定する手続に従い、公印の押印に代えて公印

の印影を印刷することができることとし、次に掲げる文書については、原則として公印の押印を省略するものと

する。

　第35条第１項各号を次のように改める。

　(1) 書簡文書等押印しないことが通例とされる文書

　(2) 往復文書（法令上の効力を有するもの等その内容が特に重要なものを除く。）

　(3) 前２号に掲げる文書のほか、総務課長が特に公印の押印を省略することを適当と認めた文書

　第35条第２項中「場合、施行文書（書簡文書並びに県教育委員会の機関及び他の県の機関に対して発するものを

除く。）」を「場合は、必要に応じて施行文書等」に改める。

　第35条の２中「施行文書」を「施行文書等」に改める。

　　　附　則

　この訓令は、平成24年６月１日から施行する。
　

  労働委員会関係  

告　　　　　示

山形県労働委員会告示第１号

　地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和27年法律第289号）第５条第２項の規定により、労働組合法（昭

和24年法律第174号）第２条第１号に規定する者の範囲を次のとおり平成24年５月17日認定した。

　なお、平成23年５月31日山形県労働委員会告示第１号（地方公営企業等の労働関係に関する法律第５条第２項の

規定による告示）は、廃止する。

　　平成24年５月29日

山 形 県 労 働 委 員 会　 　　　　　　　

会　　長　　立　　　松　　　　　　　潔
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１　地方公営企業等の名称

　　県が経営する病院事業

２　組合の名称又は表示

　　前項に掲げる事業に従事する職員が結成し、又は加入する労働組合

３　労働組合法第２条第１号に規定する者の範囲

  公　　　　　告  

　家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号）第16条第２項の規定により、家畜人工授精に関する講習会を次のとお

り実施する。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　講習会の期間及び場所

　(1) 期　間　平成24年７月９日（月）から同年８月６日（月）まで

　(2) 場　所　新庄市大字鳥越字一本松1076番地

　　　　　　　山形県農業総合研究センター畜産試験場

２　対象となる家畜の種類

　　牛

３　受講手続

　　受講願書を平成24年６月12日（火）までに住所地を所管する総合支庁の産業経済部農業振興課に提出するこ

と。

４　その他

　　詳細については、農林水産部畜産課又は住所地を所管する総合支庁の産業経済部農業振興課に問い合わせるこ

と。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

労 働 組 合 法 第 ２ 条 第 １ 号 に 規 定 す る 者勤　 務　 箇　 所

局長、県立病院課長、県立病院課経営企画主幹、同課副主幹、同

課課長補佐（課長に事故がある場合その事務を代決する者１人及

び局の人事、労務又は経理を担当する者に限る。）、同課管理主

査、同課経営施設主査、同課管理係長、同課主査（人事、服務、

組織又は給与に関する事務を担当する者に限る。）

本 局

山
　
　
形
　
　
県
　
　
病
　
　
院
　
　
事
　
　
業
　
　
局

院長、副院長、事務局長、事務局次長、運営企画主幹、医療企画

主幹、看護部長、同部副看護部長、薬剤部薬局長、中央放射線部

診療放射線主幹、中央検査部臨床検査主幹、事務部総務課長、同

部経営戦略課長、同部医事相談課長

山 形 県 立 中 央 病 院

院長、副院長、事務局長、事務局次長、看護部長、同部副看護部

長、薬剤部薬局長、事務部総務課長、同部医事相談課長
山 形 県 立 新 庄 病 院

院長、副院長、事務局長、事務局次長、看護部長、同部副看護部

長、薬剤部薬局長、事務部総務課長、同部医事経営課長
山 形 県 立 河 北 病 院

院長、副院長、事務局長、事務局次長、看護部長、同部副看護部

長、薬剤科薬局長、事務部総務経営課長
山 形 県 立 鶴 岡 病 院

所長、副所長、事務局長、事務局次長、運営企画主幹、医療企画

主幹、看護部長、同部副看護部長、薬剤科薬局長、事務部総務課

長、同部経営戦略課長、同部医事相談課長

山形県立がん・生活習慣病セン

ター

所長、副所長、事務局長、事務局次長、運営企画主幹、医療企画

主幹、看護部長、同部副看護部長、事務部総務課長、同部経営戦

略課長、同部医事相談課長

山形県立救命救急センター
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　家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号）第16条第２項の規定による平成24年度家畜人工授精に関する講習会の

修了者に対する修業試験を次のとおり実施する。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　試験の期間及び場所

　(1) 期　間　平成24年８月７日（火）から同月９日（木）まで

　(2) 場　所　新庄市大字鳥越字一本松1076番地

　　　　　　　山形県農業総合研究センター畜産試験場

２　受験手続

　　受験願書を平成24年８月６日（月）までに住所地を所管する総合支庁の産業経済部農業振興課に提出するこ

と。

３　その他

　　詳細については、農林水産部畜産課又は住所地を所管する総合支庁の産業経済部農業振興課に問い合わせるこ

と。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　特定調達契約に係る随意契約の相手方を次のとおり決定した。

　なお、この随意契約に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定の適用を受け

る。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　随意契約に係る特定役務の名称及び数量

　　平成24年度山形県建設事業情報総合管理システムに係るソフトウェアの賃貸借サービス　一式

２　特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　山形県県土整備部建設企画課システム開発担当　山形市松波二丁目８番１号　電話番号023(630)2673

３　随意契約の相手方を決定した日　平成24年３月27日

４　随意契約の相手方の名称及び所在地

　　テクノ・マインド株式会社山形支社　山形市東山形一丁目６番26号

５　随意契約に係る契約金額　40,446,000円

６　特定調達契約の相手方を決定した手続　随意契約

７　随意契約による理由　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）第10条第１項第２号該当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　公営住宅法（昭和26年法律第193号）第22条第１項の規定により、山形県県営住宅の入居者の一般公募を次のと

おり行う。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子
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（注）「収入」とは、入居者（申込者）及び同居親族の過去１年間における所得税法（昭和40年法律第33号）の例

により算出した所得金額の合計から次に掲げる額を控除した額を12で除した額をいう。

　(1) 同居親族又は控除対象配偶者若しくは扶養親族で入居者及び同居親族以外のもの１人につき　380,000円

　(2) 控除対象配偶者が老人控除対象配偶者である場合又は扶養親族が老人扶養親族である場合には、その老人控

除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき　100,000円

　(3) 扶養親族が16歳以上23歳未満の者である場合には、その扶養親族１人につき　250,000円

　(4) 入居者又は(1)に規定する者に障害者がある場合には、その障害者１人につき　270,000円　（その者が特別

障害者である場合には400,000円）

　(5) 入居者又は同居親族に寡婦又は寡夫がある場合には、その寡婦又は寡夫１人につき　270,000円　（その者の

所得金額が270,000円未満である場合には、当該所得金額）

２　入居者の資格

　　県営住宅に入居することができる者は、次の(1)から(4)に掲げる条件を具備する者でなければならない。

　(1) 現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者そ

の他婚姻の予約者を含む）があること。

　(2) その者の収入が、次のイ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれイ又はロに定める金額を超えないこと。

　　イ　次のいずれかに該当する場合　214,000円

　　　(ｲ) 入居者又は同居親族に障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条に規定する障害者でその障害の程度

が、次のａ、ｂ又はｃに掲げる障害の種類に応じ、それぞれａ、ｂ又はｃに定める程度のものがある場合

　　　　ａ　身体障害　身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号の１級から４級まで

　　　　ｂ　精神障害（知的障害を除く。）　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第

155号）第６条第３項に規定する１級又は２級

　　　　ｃ　知的障害　ｂに規定する精神障害の程度に相当する程度

　　　(ﾛ) 入居者が昭和31年４月１日以前に生まれた者であり、かつ、同居親族のいずれもが昭和31年４月１日以

前に生まれた者又は18歳未満の者である場合

　　　(ﾊ) 入居者又は同居親族に、次のいずれかに該当する者がある場合

　　　　ａ　戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第２条第１項に規定する戦傷病者でその障害の程度が

国土交通省令で定める程度であるもの

　　　　ｂ　原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第117号）第11条第１項の規定による厚生

労働大臣の認定を受けている者

　　　　ｃ　海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない者

　　　(ﾆ) 同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合

　　ロ　イに掲げる場合以外の場合　158,000円

　(3) 現に住宅に困窮していることが明らかな者であること。

　(4) その者及び同居親族が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）でないこと。

３　選考方法

　　募集の区分欄に「特定目的用（高齢・身障者用）」とあるのは、高齢者世帯及び身体障がい者世帯から選考す

る。

　　募集の区分欄に「一般用」とあるのは、心身障がい者世帯、高齢者世帯、母子・父子世帯、生活保護世帯、多

子世帯、過去１年間に３回以上入居者一般公募に申込み、いずれにおいても選考されなかった一定の要件に該当

する世帯の当選確率を優遇して公開抽選とする。

４　申込期間及び方法

　(1) 申込期間　　平成24年６月６日～同月12日まで（月曜日は休館日となります。）（受付時間：午前10時から午

後６時）（ただし、郵送の場合は平成24年６月12日までの消印のあるものに限り有効とする。）

　(2) 申込用紙の請求先及び申込書の提出先

　　　山形市城南町一丁目１番１号　霞城セントラル22階

　　　県営住宅指定管理者　株式会社西王不動産

５　入居の時期　　平成24年８月１日
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　公営住宅法（昭和26年法律第193号）第22条第１項の規定により、山形県県営住宅の入居者の一般公募を次のと

おり行う。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子
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（注）「収入」とは、入居者（申込者）及び同居親族の過去１年間における所得税法（昭和40年法律第33号）の例

により算出した所得金額の合計から次に掲げる額を控除した額を12で除した額をいう。

　(1) 同居親族又は控除対象配偶者若しくは扶養親族で入居者及び同居親族以外のもの１人につき　380,000円

　(2) 控除対象配偶者が老人控除対象配偶者である場合又は扶養親族が老人扶養親族である場合には、その老人控

除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき　100,000円

　(3) 扶養親族が16歳以上23歳未満の者である場合には、その扶養親族１人につき　250,000円

　(4) 入居者又は(1)に規定する者に障害者がある場合には、その障害者１人につき　270,000円　（その者が特別

障害者である場合には400,000円）

　(5) 入居者又は同居親族に寡婦又は寡夫がある場合には、その寡婦又は寡夫１人につき　270,000円　（その者の

所得金額が270,000円未満である場合には、当該所得金額）

２　入居者の資格

　　県営住宅に入居することができる者は、次の(1)から(4)に掲げる条件を具備する者でなければならない。

　(1) 現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者そ

の他婚姻の予約者を含む）があること。

　(2) その者の収入が、次のイ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれイ又はロに定める金額を超えないこと。

　　イ　次のいずれかに該当する場合　214,000円

　　　(ｲ) 入居者又は同居親族に障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条に規定する障害者でその障害の程度

が、次のａ、ｂ又はｃに掲げる障害の種類に応じ、それぞれａ、ｂ又はｃに定める程度のものがある場合

　　　　ａ　身体障害　身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号の１級から４級まで

　　　　ｂ　精神障害（知的障害を除く。）　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第

155号）第６条第３項に規定する１級又は２級

　　　　ｃ　知的障害　ｂに規定する精神障害の程度に相当する程度

　　　(ﾛ) 入居者が昭和31年４月１日以前に生まれた者であり、かつ、同居親族のいずれもが昭和31年４月１日以

前に生まれた者又は18歳未満の者である場合

　　　(ﾊ) 入居者又は同居親族に、次のいずれかに該当する者がある場合

　　　　ａ　戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第２条第１項に規定する戦傷病者でその障害の程度が

国土交通省令で定める程度であるもの

　　　　ｂ　原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第117号）第11条第１項の規定による厚生

労働大臣の認定を受けている者

　　　　ｃ　海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない者

　　　(ﾆ) 同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合

　　ロ　イに掲げる場合以外の場合　158,000円

　(3) 現に住宅に困窮していることが明らかな者であること。

　(4) その者及び同居親族が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）でないこと。

３　選考方法

　　募集の区分欄に「一般用」とあるのは、心身障がい者世帯、高齢者世帯、母子・父子世帯、生活保護世帯、多

子世帯、過去１年間に３回以上入居者一般公募に申込み、いずれにおいても選考されなかった一定の要件に該当

する世帯の当選確率を優遇して公開抽選とする。

４　申込期間及び方法

　(1) 申込期間　　平成24年６月１日～同月７日まで（ただし、郵送の場合は平成24年６月７日までの消印のある

ものに限り有効とする。）

　(2) 申込用紙の請求先及び申込書の提出先

　　　新庄市金沢字大道上2034

　　　県営住宅指定管理者　株式会社西王不動産　最上事務所

５　入居の時期　　平成24年７月中旬
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　公営住宅法（昭和26年法律第193号）第22条第１項の規定により、山形県県営住宅の入居者の一般公募を次のと

おり行う。

　　平成24年５月29日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子
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（注）「収入」とは、入居者（申込者）及び同居親族の過去１年間における所得税法（昭和40年法律第33号）の例

により算出した所得金額の合計から次に掲げる額を控除した額を12で除した額をいう。

　(1) 同居親族又は控除対象配偶者若しくは扶養親族で入居者及び同居親族以外のもの１人につき　380,000円

　(2) 控除対象配偶者が老人控除対象配偶者である場合又は扶養親族が老人扶養親族である場合には、その老人控

除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき　100,000円

　(3) 扶養親族が16歳以上23歳未満の者である場合には、その扶養親族１人につき　250,000円

　(4) 入居者又は(1)に規定する者に障害者がある場合には、その障害者１人につき　270,000円　（その者が特別

障害者である場合には400,000円）

　(5) 入居者又は同居親族に寡婦又は寡夫がある場合には、その寡婦又は寡夫１人につき　270,000円　（その者の

所得金額が270,000円未満である場合には、当該所得金額）

２　入居者の資格

　　県営住宅に入居することができる者は、次の(1)から(4)に掲げる条件を具備する者でなければならない。

　(1) 現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者そ

の他婚姻の予約者を含む）があること。

　(2) その者の収入が、次のイ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれイ又はロに定める金額を超えないこと。

　　イ　次のいずれかに該当する場合　214,000円

　　　(ｲ) 入居者又は同居親族に障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条に規定する障害者でその障害の程度

が、次のａ、ｂ又はｃに掲げる障害の種類に応じ、それぞれａ、ｂ又はｃに定める程度のものがある場合

　　　　ａ　身体障害　身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号の１級から４級まで

　　　　ｂ　精神障害（知的障害を除く。）　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第

155号）第６条第３項に規定する１級又は２級

　　　　ｃ　知的障害　ｂに規定する精神障害の程度に相当する程度

　　　(ﾛ) 入居者が昭和31年４月１日以前に生まれた者であり、かつ、同居親族のいずれもが昭和31年４月１日以

前に生まれた者又は18歳未満の者である場合

　　　(ﾊ) 入居者又は同居親族に、次のいずれかに該当する者がある場合

　　　　ａ　戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第２条第１項に規定する戦傷病者でその障害の程度が

国土交通省令で定める程度であるもの

　　　　ｂ　原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第117号）第11条第１項の規定による厚生

労働大臣の認定を受けている者

　　　　ｃ　海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない者

　　　(ﾆ) 同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合

　　ロ　イに掲げる場合以外の場合　158,000円

　(3) 現に住宅に困窮していることが明らかな者であること。

　(4) その者及び同居親族が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）でないこと。

３　選考方法

　　募集の区分欄に「一般用」とあるのは、心身障がい者世帯、高齢者世帯、母子・父子世帯、生活保護世帯、多

子世帯、過去１年間に３回以上入居者一般公募に申込み、いずれにおいても選考されなかった一定の要件に該当

する世帯の当選確率を優遇して公開抽選とする。

４　申込期間及び方法

　(1) 申込期間　　平成24年６月５日～同月11日まで（土・日曜日は休館日となります。）（受付時間：午前10時か

ら午後５時）（ただし、郵送の場合は平成24年６月11日までの消印のあるものに限り有効とする。）

　(2) 申込用紙の請求先及び申込書の提出先

　　　東田川郡三川町大字横山字袖東19番１号

　　　県営住宅指定管理者　株式会社西王不動産　庄内事務所

５　入居の時期　　平成24年８月上旬
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正　　　　　誤

正誤行ページ
県公報

番　号
発行年月日

申出申出人下から７６号外（52）昭和44.10. 9

下から22１号外（10）平成24. 4. 1

誤

正

下から11同同同

誤

正

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

村山総合支庁

総務企画部総

務課長

地方書記長補

佐

村山総合支庁

総務企画部地

域振興課長

総務課長

村山総合支庁

総務企画部総

務課長

地方書記長補

佐

総務課長

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

村山総合支庁

総務企画部総

務課長

書記長補佐

村山総合支庁

総務企画部地

域振興課長

総務課長

村山総合支庁

総務企画部総

務課長

書記長補佐

総務課長

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

最上総合支庁

総務企画部総

務課長

書記長補佐

最上総合支庁

総務企画部地

域振興課長

総務課長

最上総合支庁

総務企画部総

務課長

書記長補佐

総務課長

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

最上総合支庁

総務企画部総

務課長

地方書記長補

佐

最上総合支庁

総務企画部地

域振興課長

総務課長

最上総合支庁

総務企画部総

務課長

地方書記長補

佐

総務課長
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１２同同

誤

正

12同同同

誤

正

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

置賜総合支庁

総務企画部総

務課長

書記長補佐

置賜総合支庁

総務企画部地

域振興課長

総務課長

置賜総合支庁

総務企画部総

務課長

書記長補佐

総務課長

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

置賜総合支庁

総務企画部総

務課長

地方書記長補

佐

置賜総合支庁

総務企画部地

域振興課長

総務課長

置賜総合支庁

総務企画部総

務課長

地方書記長補

佐

総務課長

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

庄内総合支庁

総務企画部総

務課長

地方書記長補

佐

庄内総合支庁

総務企画部地

域振興課長

総務課長

庄内総合支庁

総務企画部総

務課長

地方書記長補

佐

総務課長

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

庄内総合支庁

総務企画部総

務課長

書記長補佐

庄内総合支庁

総務企画部地

域振興課長

総務課長

庄内総合支庁

総務企画部総

務課長

書記長補佐

総務課長
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下から10１号外（12）同

誤

同表病院事業局職員の職の病院事業管理者の病院の項職級４の欄中「課長」を削り、

正

同表病院事業局職員の職の病院事業管理者の病院の項中

正誤

所長所長、副所長下から15５同同

所長所長、副所長下から12同同同

「　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に改め、

　　　　　　　　」　　　　　　　　　」

課長

専門員

鶴岡病院及び

がん・生活習

慣病センター

の薬局長

副薬局長

技師長

専門員

鶴岡病院及び

がん・生活習

慣病センター

の薬局長

副薬局長

技師長
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